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ロシアにおける予算連邦主義の現状と課題
保坂哲郎
はじめに
1991-93年以降旧ソ連邦解体の中で旧予算システムの無政府的「分権
化」が開始される。 91年末の決定「税システムの基礎について」，「ロシア
共和国の予算機構や予算過程の基礎について」は多段階的予算システムの
基礎を据え地域・地方権力の税・予算的自律性拡大を保証した。しかしロ
シア連邦制度の分解危機，経済・政治的危機のもとで予算間関係の「分権
化」は法的規制の枠組みをこえ連邦・地方政府間の政治的紛争や妥協のも
とにおかれた。一連の共和国は主権を誇示し，連邦予算への納税をストッ
プし，他共和国は税収再配分の争いにおかれた。連邦・地域の紛争損失補
填も加算されサブ政府収入・支出比率の上昇，財政援助増額となって現れ
た。
93年末の憲法は予算間関係を整理し， 94-95年には最初のシステム的改
革が試みられた。連邦予算からの移転統一ノルマチフの導入，地域財政支
援基金の創設があった。移転資金は特定ルールで配分され地域・地方権力
の税権限は拡大された。法制化に向けての過程が開始され全体的に収入・
支出配分は安定化し地域への財政援助額は減少した。しかしこの改革は強
固な法的基礎をもたず（主に毎年の連邦予算法に依拠），内部的矛盾や潜
在的不安定性をもった。
96-98年の連邦・地域の個別的二重契約拡大のもとで，予算システムの
196 (434) 第 47 巻 第2・3号合併号
集権化が強化された。地域・地方税の非公開リストが復活し，地域の証券
発行権が制限され，「財政裏付けなしの連邦指令」が急増し，地域・地方
の「非公式的税・予算活動」増を導いた。地域・地方財政は深刻な危機に
陥り予算の非貨幣的執行が普及し，賃金の大規模な遅延，連邦ローンでの
支払いキャンペーン，サブ政府予算債務の急増を招いた。
この期，地域財政支援補助金配分の恣意主義が拡大し始める。それは政
治的理由や94年配分方式の不備（予算赤字補填志向方式）の上で，旧来の
個々の協定や政治的配慮継続のための補填機能を果した。
これらの経過の反省の上，プーチン政権下， 1998年に採択された「1999
-2001年のロシア連邦予算間関係改革のコンセプト」を基礎に2001年8月
に「2005年までのロシア連邦における予算連邦主義発展プログラム」！）が
決定され実施に移されようとしている。
1 予算連邦主義発展プログラムの基本的内容
a)プログラム実現の必要性と条件
このプログラムは大統領教書，予算教書，中期の社会・経済発展プログ
ラム，「1999-2001年のロシア連邦における予算間関係改革のコンセプ
ト」 2)で提起された目的の達成に向けられる。
当プログラムはまず次の諸問題点を指摘する。
90年代改革で実施された予算間関係システムは予算連邦主義の基本原則
1) 2001年8月15日ロシア政府決定： Ilporp狐虚apaamn匹 1610,l;)碑四oroqx項ep釦!li3Ma
B Pocc碑 CKO註①ep;epal¥HH Ha rrep互op;p;o 2005 rop;a, ロシア連邦法律決定集No.34,
2001-8-20。基本的内容的の解説は， T.r.HecTepeHKO,OcHOBH瓦eIIPHHWl'.Ilhl Me寓
6ro只meTHhlXOTHOJlleHI泣，〈①耳HaHChl〉2001-11,PaaB皿互e6ro只泣eTHoro中ep;epaJI
H3Ma B PoccHH : HTO四 1990-xrG,ll;OB Ii 3邸 a'<IHHa rrepcrre四 HBY,〈BorrpOChl3KOHO 
MHH皿〉 2002-2,等に見られる。
2)改革コンセプトに関しては拙稿，ロシア連邦の地方財政支援基金について，「高
知論叢」第72号 (2001年11月）参照。
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や国の長期的発展戦略に答えていない。
①予算権限・規制の過剰な中央集中化問題
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予算資源分権化水準に関してロシアは実際には大部分の連邦国家に劣っ
ていないが，形式的には単一国家と見ても税・予算権限は極端に高い中央
集中化が維持されている。連邦主体・地方予算は財政資源委譲なしで連邦
法による諸義務によって過負担である（財政裏付けなしの連邦指令）。予
算で管轄する賃金や予算諸機関網の融資を含めた地域・地方予算支出の主
要部分は中央で確定された基準で規制されており，これら予算の80%以上
は連邦税からの控除で形成されている。地域・地方予算は毎年確定される
連邦税分割比率（ノルマチフ）へ依存しており，構造改革実施，投資誘
致，税能力開発税徴集引き上げ努力は掘り崩されている。財政援助配分
の公式化傾向にもかかわらず，いまだそのかなりの部分は厳密な基準や手
続きなしで配分され，それは予算平準化方法の開発や法的強化を必要とし
ている。そのため，地域的予算バランスや社会分野の政治，財政的責任を
連邦中央に託してしまう事を許している。
予算資源の分権化と税・予算権限の形式的中央集中化の間の対立は，マ
クロ経済条件の不安定性，民主的制度の弱体さ，資本市場の未発展さ，低
い生産諸要素流動性，国家への過大な期待と要求，連邦主体・自治体の予
算確保度の大きな格差によって悪化させられている。
②地域・地方予算に関する諸問題点
地域・地方予算の「透明性」は十分でなく，その結果が政府だけでなく
国民，投資家，信用者がアクセスできるような十分なモニタリング・シス
テムに欠けている。
予算システム発展の重要な障害は自治体予算の地位や，現存する連邦主
体の行政・地域区分システムの不明確さにもある。地方自治体の組織的確
定はいまだ未完了であり，行政・地域機構システムの継続性が不十分なた
め，地方自治体の財政的独立性や責任を保障するような改革が実施できて
いない。
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これら全てが予算資源の不効率的使用，予算サービスの量的縮小や質の
低下，安定的経済成長条件の破壊，構造改革実施条件の複雑化，平等な競
争条件のゆがみ，起業家的•投資的環境の悪化，地域間不均衡拡大，社
会・政治的緊張の増大をもたらしている。
以上のような点から中期展望ロシア発展における全体戦略枠組みの中
で，質的に新しい予算間関係システム改革の実現が必要となる， という。
b)プログラムの戦略
このプログラムの目的は，連邦主体・地方自治体が，法的に確定された
権限や責任の区分枠内で独立した税・予算政策を実施することを可能にす
る予算機構システムの構築，開発であり，以下の諸観点があげられてい
る。
＊経済的有効性（連邦主体・地方自治体が構造改革をし，競争的環境や
適切な投資・起業的状況を支持し，地域の住民所得や経済発展を促進する
長期的資源をつくる），
＊予算責任性（税の最大限有効な使用，税・予算政策の透明性や報告義
務，予算過程全段階のバランス性，法的に確定された相互責任性の向上の
もとでの公共財政管理），
＊社会的公平性（居住地に関係なく公共サービスや社会保障への市民ア
クセス権），
＊政治的統合性（税・予算権限配分に関する社会的合意，連邦主体・自
治体の効果的な機能遂行のための条件づくり，市民社会発展の援助），
＊地域的統合性（税・予算システムの単一性確保，地域不均衡的発展の
予防と緩和，地域的完全性の強化）。
これらの目的達成のために，①連邦主体・地方自治体が連邦法の枠内で
予算過程を組織化し，財政的独立性を確保し，自己充足を向上させる厳密
で安定的，バランスのとれた支出権限や収入財源区分を基礎にした予算収
支を構築し，その税能力拡大と効果的利用に関する独立した決定を採用す
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る権利・義務の実現を保証する必要がある，という。連邦主体・地方自治
体が法的に確定された税・予算的自治をもたない間は，かれらは公共財政
の効果的管理，予算分野の再建，地域の好適な経済発展条件づくりに関心
をもたないだろう。法的に確定された税・予算権限のみが自己の財政や社
会・経済政策の結果に対する実際の厳密な法的メカニズムによって支持さ
れた責任のための基礎となりうる。
②同時に，連邦主体・地方自治体にとっては経済的（単一の経済空間，
財・労働力•投資移動制限や資本市場アクセスの制限なし），政治的（民
主的制度，市民社会）的競争環境の構築，自己政策の結果に依拠した厳し
い予算制約を構築することが必要である。
③しかし，地域の社会・経済発展水準や税能力水準，予算確保度の大き
な格差の存在，また政府の大きな社会的義務は連邦主体への財政援助額の
増大を必要とし，それは短期・中期的には予算資源の中央集中化を必要と
する，という。
以上の点から次の 5点がプログラムの基本的課題としてあげられてい
る。
1〉連邦主体予算機構の整備
2〉支出権限の厳密な区分と「財政裏付けなし指令」の縮小
3〉厳密で安定的な税権限区分と諸段階予算の収入源強化
4〉地域・地方予算に対する財政支援の客観的で透明なメカニズムの構築
と発展
5〉地域，地方段階の公共財政管理の質的向上，である。
本稿では中心的な 2〉, 3〉, 4〉の課題について検討する。
c)予算支出権限の区分
現在，連邦予算法には予算間関係の基礎要素（予算支出に関する諸政府
間の権限，責任の精確な区分）が含まれておらず，広範な支出領域は「共
同」融資領域となり，公共サービスのかなりの部分の提供責任体制は崩れ
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ている。地域・地方予算から融資される支出も連邦規準法令によって統制
が維持され，連邦的に確定された無数の現物・財政的規準が機能してい
る。「財政裏付けなしの連邦指令」は縮小傾向にあるが，地域・地方的予
算ではいまだ連邦法による財源保証なしの無数の社会的義務が負わされて
いる。地域的予算の追加的支出に対する補填の予算法典の規定は遂行され
ておらず裁判訴訟が広範に広がっている。
結果的に連邦主体や地方自治体は自己の予算バランスを確保できず，債
務を蓄積しながら，課せられた義務を部分的にのみ執行することを余儀な
くされている。この状況下では責任ある予算政策や透明性の向上，正確な
予算報告，予算サービスの質向上，支出の効果的管理，予算分野の発展・
改革の中期的プログラムの検討と実施，公共的インフラヘの投資誘致実施
の十分な刺激はない。
連邦主体や地方自治体への財政資源とバランスのとれた真の支出権限の
委譲が予算間関係改革の鍵となる課題であり，その解決のためには以下の
諸点を解決する事が必要となる。
＊共同権限領域を縮小しながら諸政府間（連邦，地域，地方）の支出権
限の精確な区分，
＊予算支出管理における連邦主体・地方自治体の独立性確保，
＊予算義務に対する完全な財政を法的に確保し「財政的裏付けのない連
邦指令」の縮小と将来的な廃止。
以上の諸点の解決のために，予算法典において「支出権限」概念制定が
必要となる。また予算法典において以下の基準に応じて諸政府間の精確で
安定的な支出権限が確定されなければならない。
1〉支出対応性（支出権限を実現する政府が相応する予算サービス需要
者に最大限近いこと），
2〉地域的一致（支出権限実施政府の地域管轄と予算サービス需要圏と
の最大限の一致），
3〉外部効果（支出権限実施において社会全体の利益関係が高いほど，
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他の条件が同等ならより高次政府でそれらは確保される），
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4〉地域効果（予算サービスの生産・消費における地域的効果格差が大
きいほど，他の条件が同等ならより低段階でそれらは提供される），
5〉規模効果（他の条件が同等なら予算支出集中は予算資金節約を促進
する），である。
このプログラム実現期における最も童要な変更は以下の点にある，とい
う。
1〉連邦法で確定され，連邦からの交付金・補助金も含めて基本的に連
邦予算によって社会的支払いや市民扶助が保証される，
2〉一部の初等・中等職業教育・高等教育支出権限の連邦主体への移管，
3〉連邦政府管轄下にある特典的職業組織に関する財政義務の連邦予算
への委譲完了，
4〉住宅・公営経営補助金に対する地域・地方的予算支出の大きな縮小，
5〉自治体の支出権限分野に基礎的公共サービス（学校教育，保健，文
化等）を含める，の諸点である。
d)税権限と収入源の区分
現在，地域予算の基本的収入部分は連邦税からの控除で構成されてお
り，自己税源は地域・地方予算の支出需要の15%以下しか充足していな
い。地域・地方の税や課税ベースは地域・地方的項目の支出融資のために
は明白に不十分であり，権限も極めて制限されている。
これまでの税収分割原則は，垂直的アンバランスを平準化し下級政府予
算への補助金削減を可能にするが多くの欠陥ももっている。地域・地方段
階では予算サービス量と課税水準間の相互関係，課税ベース発展，適切な
投資的・起業家的環境の構築に対する関心が希薄化され，長期的経済・予
算政策実施の可能性が制約され責任体制が崩壊する。これらの欠陥は規制
される税と毎年Jルマチフで確定される控除との関係に最も表れる。
本プログラム実現の目的は地域・地方予算の自己収入の役割を本質的に
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向上させること（長期的展望中では，基本的に自己税によって各段階予算
の収入を構成することに移行する条件創出を念頭においた地域・地方税の
あり方が含まれる）にあり，この目的達成のために2005年までには以下の
諸点の解決が必要となる，という。
1〉不公正な税競争を防止し単一税空間確保の中で，連邦主体や地方自
治政府の税権限の拡大，
2〉確定された支出権限や義務の区分に応じて恒常的ベース（長期的）
で地域・地方予算への基本的収入源泉（自己税，税収からの控除）を法的
に確定，
3〉一定種の税・料金を一段階政府の予算収入へ100%控除することを想
定しながら，予算システム間の税収分割規模を縮小，
4〉地域・地方税収入の上級政府予算へ集中することを防止，
5〉企業の実際の活動地域で，地域・地方予算に入る税支払を確保し，
国内「オフ・ショア」圏を廃止し，不公平税競争へ対抗する法的•財政的
メカニズムの導入，である。
この税（税権限）と収入源泉の区分は以下の原則に基づ<' という。
1〉経済発展や税能力増強のための地域・地方の利害関心を保証する，
予算システム間収入区分の安定性，
2〉支出権限の効果的な実現のために各予算の自己収入が基本的資源と
なる，
3〉地域・地方政府の税権限は資本・労働カ・財・サービスの移動制限
や他地域への税負担輸出をしてはならない，
4〉税権限や収入源の区分は基本的に水平的（地域，地方自治体間）予
算平準化でなく垂直的（予算システム諸段階間）予算平準化に向けられ
る，
5〉各自治体に税控除の最低ノルマチフ（自治のタイプや段階による）
が保証され，連邦法に応じて地域・地方予算間の収入分割が必要となる，
6〉調整税からの収入部分は地域・地方の特殊性を考慮して，公式化さ
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れた方法（住民数，予算確保度等に応じて）を基礎にして地方予算間で分
配できる，である。
さらに，具体的な税種や収入源の分配に際しては以下の基準が考慮され
ねばならない， という。
1〉安定性：経済状況に税収依存度が高いほど，税源やその規制権限が
保証される予算段階は高くならねばならない，
2〉経済有効性：税や収入源は最高度にその政府の経済政策に依存して
いる段階の予算システムに固定されなければならない，
3〉税ベースの地域的移動性：地域間の税ベース移動可能性が高いほど，
予算システムのより高い段階で相応する税は導入されねばならない，
4〉税ベース配分の均一性：税ベース配分の不均一性が高いほど，相応
する税はより高い段階で導入されねばならない，
5〉社会的有効性：再配分的性格をもつ税は基本的に連邦政府段階で確
保されねばならない，
6〉予算責任性：予算サービスに対する支払いである料金は相応する
サービス支出予算に人る，である。
本プログラム実現期間における重要な変更点は以下の諸点にある，とい
?? ー
1〉長期的には，所得税収入100%を連邦主体の統合予算に確保（地方予
算における税収構成で割り当てられた最低保証された平準化部分の税収を
含む，地域・地方予算間分割を伴う），
2〉長期的には，連邦主体統合予算のために連邦利潤税収入の70%以上
を法的に確保（地方予算における税収構成で割り当てられた最低保証され
た平準化部分の税収を含む，地域・地方予算間分割を伴う），
3〉地域税への今後の変換の可能性を持ちながら，遍在的自然資源利用
料金の100%を連邦主体予算に算入（地域，地方予算間収入分割を伴う），
4〉偏在的自然資源（まず炭化水素原料）利用料金の中央化比率の引き
上げ，
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5〉地域・地方予算間の販売税収入分割の比率，メカニズムの修正（地
方予算における最低保証された平準化部分の収入分割），
6〉自動車道路利用者税の廃止と地域運輸税の導入，
7〉地域企業所有税，個人所有地方税，土地税を地方不動産税へ代替，
8〉総合的所得税（認定所得の単一税，課税簡易化システム適用と関連
して徴集された単一税，単一農業税）に関する収入の100%をこの税制度
に関する地方自治体の権限拡大を伴って地方予算へ確保する，である。
e)財政補助
「1999-2001年ロシア連邦予算間関係の改革コンセプト」実現の結果，連
邦予算から連邦主体への財政補助提供の基礎が置かれたが，それ以上の発
展が必要である。精確に確定された基準なしで多くの資金が従前通りに連
邦主体予算に移転されており，それは財政規律を弱化させ予算間透明性を
引き下げている。多くの連邦主体では，透明で客観的な基準や手続きなし
で予算変数調整が従前通り行われている。
財政補助システムは，地域・地方政府の合理的で責任ある税・予算政策
の実施，税能力発展と効果的利用，予算支出の効果向上のための刺激を創
出する中で，地域・ 自治体の予算確保度や，基本的予算サービスや社会的
保証への市民アクセスの平準化に向けられねばならない。このシステムは
次の基本的要求に応じなければならない，という。
1 〉設定目的や，当座的• 投資的，また平準化的・「刺激的」配分メカニ
ズムに応じた財政補助の区分，
2〉財政補助の基本的形態としての交付金，補助金，助成金の当座補助
構成における区別，
3〉財政補助配分は，監査と地域の予算確保度の客観的基準，前もって
確定された条件や競争的選抜手続きに従った公式を基礎にした単一方法で
行われなければならない，
4〉予算確保度の計算では，支出執行額や事実上入金された税収入の報
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告資料が使用されてはならず，住民一人当りの支出需要や予算サービス需
要者の相対的格差に関する客観的で透明な評価，地域の経済発展水準や構
造を考慮した諸地域の税能力比較方法が必要である，
5〉財政補助配分の方法，手続きは，連邦法と連邦政府ノルマチフ規則
令によって確定される，
6〉厳密な予算制約，
7〉連邦主体や自治体が中期的展望で自ら受領する財政補助の基本的額
を独自に予測する事を可能にし自己収入増のための刺激を創出する，財政
補助配分額•原則の最大可能な安定性（予測性），
8〉自治体の予算確保度平準化形式やメカニズムに対する一般的原則・
要求の連邦段階での確定，である。
連邦予算からの連邦主体への財政補助は 5基金を介して提示される（連
邦主体財政支援基金，補填基金，社会支出共同融資基金，地域発展基金，
地域財政改革基金）。中期展望で，連邦主体財政支援基金は方法的，資料
形成的観点から，連邦主体の当座支出に関する予算確保度の基本的な平準
化手段としての意義をもつ。 99-2001年に導入された連邦主体財政支援基
金配分方法の基本的命題は予算法において確定され，この資金配分におけ
る安定性確保メカニズムが創出される。第二に， 2001年創設の補填基金
は，通常，社会的扶助，あるいは特定カテゴリー住民特典の連邦法実施に
むけて，連邦主体への特定財政補助提供のため利用される。その際，連邦
法で規定されるが補填基金資金で確保されない社会的支払や特恵に関する
地域・地方予算の義務は縮小されなければならない。第三に，社会的支出
共同融資は連邦主体の一定水準での基本的社会的サービス提供を支援促進
するために創設され，資金は一定の条件遵守のもとで全連邦主体に優先的
社会的項目支出（まず教育，保健，文化，社会保障，社会扶助）の分割融
資（部分的補填）のために分配されなければならない。
第四に，地域インフラ投資支援のための連邦主体への資金援助は，地域
発展墓金の枠に集中される。配分の一般的原則は，＊社会的インフラ投資
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に対する目的別支援，＊連邦主体予算からの資本投資共同融資，＊投資過
程組織化に対する連邦法規定の連邦主体による遵守である。第五に，地域
財政改革基金 (2002年から地域財政発展基金）は2001-4年間に世界銀行借
款で形成され，この資金は毎年，選択的・競争的基礎で予算分野の改革プ
ログラムを遂行する連邦主体に提供される。
2 プログラムの内包する問題点
1〉このプログラムの内包する最大の問題点は以下の点にある。改革の
基本的方向性が地域・地方政府予算の独立性・自主性・責任性を強化し，
その権限や責任の明確化，また自己収入度の向上にあることをいいながら
も，短・中期的には実際の税収入配分に関して連邦政府がより大きな割合
を取得し（連邦予算への税の第一次配分比率が上昇し60%を超え，地域・
地方政府の取り分は40%以下となり91年前後に戻る），社会的分野等，地
域・地方経済格差縮小問題を中心に補助金等の支出を増加させていく，と
いう点である。地域・地方の財政・予算の自立的体制確立の際には財源も
それに応じた形に再編しなければ首尾一貫した改革のはならないのではな
いか。「財政裏付けなしの指令」に関しては減少するかもしれないが（予
算権限の分権化といっているのは主要にはこの点でしかない），この改善
は改革以前の問題と見るべきではないか。
21世紀初頭のプーチン政権の基本的構想は，政治的システム再編となら
んで国家予算面においても再集権化が明確化してきている。長期的展望と
しては，地域・ 地方政府の財源比率増をいってはいるが，連邦政府の財源
再集権化が近年既に始まっている凡
この点は，ザミャチナ（サラトフ州財務省主任専門官）による批判に典
3) B.XpHCTeHKo,PaaBHT駆e6ro匹碑eTHoro中e仄epaJIH3MaB Pocc皿：IITOr!I 1990-x ro仄
OB I 3皿 a"<IHHa rrepcrreKTHBY, 〈Borrpochl3KOHOMIIKII〉,2002-2. 
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型的に見られる論点である4)。そこでは以下の諸点に関して批判されてい
る。
2001年から始まった予算・税法の変更は予算システム間の性格を大きく
かえ，「税収の連邦予算への高い集中」が生じている。地域は支出義務の
基本的額を自己で維持するが，税収の大きな部分を失い「連邦予算への依
存度を高める」。付加価値税の連邦予算への集中化と関連した連邦主体の
収入減少は連邦補填基金による再配分で補填されるが完全ではない。付加
価値税は最大の調整税の一つであり，その連邦予算化，目的項目に応じて
厳密にその一部分を地域へ移譲する方式はこの税機能を決定し規制するこ
とになる。さらにその再配分は地域の累積債務問題を解決せず，付加価値
税滞納返済による収入は連邦予算に納入される。この変更は補助地域数の
増大問題，また税能カ・一人当り予算確保度に関する地域格差拡大を根本
的に解決せず，悪化させる。その他，取引税廃止，住宅基金・社会分野対
象維持税の廃止は自主財源額を減らし地方自治の財政基盤を縮小する。代
替税源・税種ははるかに少ない。多くの連邦主体は地域経済や税能力発展
に関する力量増により財政・予算自己充足へ近づく傾向にあったが，今回
それらは否定され連邦補助金への依存度が高まる。
第二に，現在問題提起された，一税＝一予算原則は望ましいが次の場合
にのみ賛同できる。最低必要な予算サービスの量・質提供のため相応する
予算収入が確保される場合である。この原則への移行は二方法で実施可能
であり，＊調整税の清算と連邦予算化＝交付金，補助金，他の形式の直接
再分配による地域間再配分。＊調整税からの漸次的脱出。地域・地方の自
己財源比率向上，地域・地方予算の補助金縮小の保証の方法がある。二番
目の方法は地域の自己能力向上促進を目的にし最高の方法で予算間関係の
促進的機能を保証するのでより合理的である。
4) H.B.3aMHTHHa, 0 Me寧610.z:1淑 eTH瓦XOTHomeH互axB Pocc互注CRO注 <l>e只epa~H,
〈<I>HH碑 Cfil〉2001-11.
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第三に，地域・地方財源のかなりの部分が削減されていく点は補助金地
域の社会的緊張を強化する事になる。
第四に，予算システムバランスのためには垂直的だけでなく水平的平準
化の確保が重要である。移転や他の資金直接再配分形態は調整税のような
刺激効果をもたず，移転振替は連邦的優先事項課題解決に規制され各地域
の優先内容をもたない。従って，調整税を補助金形態にかえることは地域
の経済発展に関する連邦中央への依存度を固定し強化し自己発展の条件を
完全に利用できない。後進性克服，財政確保度向上，中央への予算依存低
下をもたらすメカニズムヘのアクセントの交替が必要である。
以上が，ザミャチナのプログラムに対する批判である。
地方間経済格差の大きさ，削減された上で全国的に標準化される社会的
給付の必要性が認められながらも，他面では地方の経済発展格差は「市場
経済化」の進展の中でさらに進むであろうから，豊かな地方も貧しい地方
も双方とも不満を強めることになる。従って地域・地方に対する補助の不
透明さは未解決で残り，連邦と地域間の政治的癒着関係が続く危険性をは
らんでいる。
2〉権限分割問題について
地域・地方政府責任の大きな多様性にもかかわらず， 91年以降幾つかの
変動傾向が見られた。＊連邦政府は，多くの価格補助基金や行政を地域政
府に移譲し額も減少したが，責任額の一部のみを地域・地方政府は受け
取った。＊地域・地方政府は，従来国有企業により実施・支出されてきた
社会的セフティ・ネット分野を引き継ぐことになった。＊多くの資本プロ
ジェクト基金の責任も地域・地方政府に移行された。
1990年代中頃の，このような実態的移転の内容を示すものが表1であろ
う。以上の内容が消滅，縮小されていく姿と旧来の実績とがあらわれてい
る。
この実態に対して2005年にむけた，支出責任を示す表2はどのような違
いを見せているであろうか。（同じ区分分類ではなく，正確な比較はでき
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表2 ロシア連邦諸段階予算閾の基本的支出権限区分の全体図 (2005年まで）
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ないのであるが）小さな相違点を除くと，全体的には連邦政府と地域・地
方政府の支出責任区分はあまり変化していないのである。つまり，旧ソ連
時代からの「大きな」連邦政府による支出責任は， 2005年に向けた改革プ
ログラムにおいても，大きく「分権化」されてはいないのである。支出権
限区分の改革内容も「大きな連邦政府」を示しており，プログラムの方向
性（地域・地方政府への分権化）は裏付けられていない。
以上のように，地域・地方政府の自立・責任を求める構想を提起しなが
らも，実態的にはさらに財源・権限の連邦集中化を進め，大きな連邦政府
権限・責任を得ようとしている連邦集権化の方向性には強い疑念・批判が
提示されているといえる。地域間経済格差の拡大に伴う補填システムや全
連邦的社会的支出の必要性が直ちに連邦予算拡大と連邦政府による補助金
支出に帰結しないことは明らかであるが（例えば日本のシャウプ勧告に見
られるように），他方，現段階の地域・地方行政や自治のあり方から見て，
直ちに地域・地方予算の自己充足度の向上が地域住民の公共サービス需要
の充実や地方自治発展にいたるかどうかも問題点は残る。住民自治と地方
の自主性発展を原則とした地方の発展のあり方はロシア連邦においては未
解決な領域であるが，この問題から着手する改革のあり方も存在する。
